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施に努めること。 
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１．令和４年中の主な風水害 

 令和４年中の風水害による人的被害は、死者 14

人、行方不明者１人、重傷者 54 人及び軽傷者 247

人、住家被害は、全壊 75 棟、半壊 3,533 棟及び一

部破損 5,509 棟となっている（第 1-5-1 図）。 

 また、令和４年中に発生した台風の数は 25 個で

あり、このうち日本列島に上陸した台風は３個であ

った。 

 なお、令和４年中の主な風水害による被害状況等

については、第 1-5-1 表のとおりである。 

 

２．令和５年１月から 10月までの主な風水害 

 令和５年１月から 10 月までの主な風水害による

被害状況等については、第 1-5-2 表のとおりであ

る。 

 

 

 

 

第 1-5-1 図 風水害による過去 10年間の被害状況の推移 
（各年中） 

 
（備考）「災害年報」により作成 

 

第 1-5-1 表 令和４年中の主な風水害による被害状況等 
（令和５年４月１日現在） 

 
（備考）「災害年報」により作成 
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第 1-5-2 表 令和５年１月から 10月までの主な風水害による被害状況等 
(令和５年 11月 15日現在) 

 
（備考）「消防庁とりまとめ報」により作成 

 

 

 

１．避難情報の適時適切な発令 

 令和元年東日本台風等において明らかになった、

警戒レベル４の中に「避難勧告」及び「避難指示

（緊急）」の２段階ある仕組みが正しく理解されて

いないなどの課題を踏まえ、令和３年５月に改正さ

れた災害対策基本法では、避難勧告及び避難指示が

「避難指示」に一本化されるなど、避難情報の在り

方が包括的に見直された。 

 また、これに伴い各市町村が避難情報の発令基準

や伝達方法、防災体制等を検討するに当たって、参

考とすべき事項を示した「避難情報に関するガイド

ライン」（令和３年５月内閣府）が改定された。 

 市町村においては、同法や内閣府の避難情報に関

するガイドラインを踏まえ、避難情報の適切な発令

基準の策定、運用が求められる。こうした取組を支

援できるよう、消防庁では内閣府と連携して避難情

報に関するガイドラインのより一層の周知を図ると

ともに、発令を行う市町村長の災害対応力強化のた

めの研修を行うなど、引き続き避難情報の適時適切

な発令に向けて取り組む。 

 

（１）令和５年梅雨前線による大雨を踏まえた避難

情報の適切な発令の促進 

 全国各地で避難情報の発令が必要となった令和５

年梅雨前線による大雨における自治体の対応を踏ま

え、消防庁では内閣府とともに、都道府県に対し、

同年９月に通知を発出し、主に次の事項について関

係市町村に周知し助言や支援を行うよう要請した。 

 ア 避難情報の発令基準等 

 イ 情報伝達手段の多様化・多重化等 

 ウ 防災体制の構築等 

 

（２）市町村長の災害対応力強化のための研修の実

施 

 災害発生時には、市町村長がリーダーシップを十

分発揮し、的確な災害対応を行う必要があることか

ら、消防庁では「市町村長の災害対応力強化のため

の研修」を実施している。当該研修は、市町村長と

講師が１対１となり、災害の警戒段階から発災後に

至る重要な局面ごとに講師が市町村長へ災害に関連

して想定される状況を付与し、的確かつ迅速な判

断・指示を求める実践的なシミュレーションを行う

ものとなっており、これまで約 800 名の市町村長が

参加している。 

 

２．避難行動要支援者に係る避難の実効性の

確保 

 市町村においては、障害者や高齢者等の避難行動

要支援者の避難の実効性を確保するため、災害対策

基本法に基づき、避難行動要支援者名簿を作成する

こと及び個別避難計画の作成に努めることが求めら

れている。 

 名簿作成等に当たって留意すべき事項を示した

「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指

針」（平成 25年８月策定、令和３年５月改定）等を

踏まえ、市町村において避難行動要支援者に係る避

難の実効性の確保に向けた取組が進められていると

ころである。 

 消防庁では内閣府と連携して避難行動要支援者名

風水害対策の現況と課題 
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簿及び個別避難計画の作成状況に係る調査を行い、

実態を把握するとともに、先進的な取組事例を共有

するなど、引き続き市町村の取組を支援していく。 

 

（１）避難行動要支援者名簿の作成及び更新等 

 災害対策基本法では、要配慮者のうち自ら避難を

することが困難であり、特に支援を要する避難行動

要支援者について名簿を作成することが市町村の義

務とされている。内閣府とともに実施した調査結果

によると、避難行動要支援者名簿については、令和

５年１月１日現在、すべての市町村で作成済となっ

た。 

 名簿作成後も避難行動要支援者の心身の状況や生

活実態は時間経過とともに常に変化しうるものであ

り、定期的にその実態を把握し、名簿に反映する必

要があることから、市町村において名簿の更新サイ

クルや更新の仕組みの見直しについて検討すること

が求められる。また、平常時から避難支援等関係者

に名簿情報を提供し、避難支援体制の構築に努める

ことが円滑な避難支援ひいては避難行動要支援者の

安全確保に効果的であることから、名簿情報の避難

支援等関係者への提供に関する本人同意の取得や本

人同意の有無にかかわらず外部提供できる根拠とな

るよう、条例に特別の定めを置くことについて検討

することを令和５年６月 30 日に内閣府とともに都

道府県を通じて市町村に通知した。 

 

（２）個別避難計画の作成 

 災害対策基本法では、避難行動要支援者ごとに個

別避難計画を作成することが市町村の努力義務とさ

れている。内閣府とともに実施した調査結果による

と、令和５年１月１日現在、全市町村（1,741 団

体）のうち、個別避難計画を１件以上作成している

団体は、1,303 団体（74.8％）となっている。 

 個別避難計画の作成に当たっては、地域における

ハザードの状況や当事者本人の状況を踏まえ、優先

度の高い者から着実に作成していくことが求められ

る。また、優先度の検討と併せて、市町村において

庁内や庁外との連携、福祉専門職の参画、同計画に

基づく避難訓練の実施などを進めることが重要であ

る。 

 消防庁では、既に個別避難計画の作成に着手して

いる市町村は更に効率的・効果的に取組を進め、ま

だ着手していない市町村については速やかに個別避

難計画の作成に着手するよう、令和５年６月 30 日

に内閣府とともに都道府県を通じて市町村に通知し

たところであり、引き続き、実効性のある個別避難

計画の作成を進められるよう支援していく。 

第１章　災害の現況と課題
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第 1-5-2 表 令和５年１月から 10月までの主な風水害による被害状況等 
(令和５年 11月 15日現在) 

 
（備考）「消防庁とりまとめ報」により作成 
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警戒レベル４の中に「避難勧告」及び「避難指示

（緊急）」の２段階ある仕組みが正しく理解されて

いないなどの課題を踏まえ、令和３年５月に改正さ

れた災害対策基本法では、避難勧告及び避難指示が

「避難指示」に一本化されるなど、避難情報の在り

方が包括的に見直された。 

 また、これに伴い各市町村が避難情報の発令基準

や伝達方法、防災体制等を検討するに当たって、参

考とすべき事項を示した「避難情報に関するガイド

ライン」（令和３年５月内閣府）が改定された。 

 市町村においては、同法や内閣府の避難情報に関

するガイドラインを踏まえ、避難情報の適切な発令

基準の策定、運用が求められる。こうした取組を支

援できるよう、消防庁では内閣府と連携して避難情

報に関するガイドラインのより一層の周知を図ると

ともに、発令を行う市町村長の災害対応力強化のた

めの研修を行うなど、引き続き避難情報の適時適切

な発令に向けて取り組む。 

 

（１）令和５年梅雨前線による大雨を踏まえた避難

情報の適切な発令の促進 

 全国各地で避難情報の発令が必要となった令和５

年梅雨前線による大雨における自治体の対応を踏ま

え、消防庁では内閣府とともに、都道府県に対し、

同年９月に通知を発出し、主に次の事項について関

係市町村に周知し助言や支援を行うよう要請した。 

 ア 避難情報の発令基準等 

 イ 情報伝達手段の多様化・多重化等 

 ウ 防災体制の構築等 

 

（２）市町村長の災害対応力強化のための研修の実
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 災害発生時には、市町村長がリーダーシップを十

分発揮し、的確な災害対応を行う必要があることか

ら、消防庁では「市町村長の災害対応力強化のため

の研修」を実施している。当該研修は、市町村長と

講師が１対１となり、災害の警戒段階から発災後に

至る重要な局面ごとに講師が市町村長へ災害に関連

して想定される状況を付与し、的確かつ迅速な判

断・指示を求める実践的なシミュレーションを行う

ものとなっており、これまで約 800 名の市町村長が

参加している。 

 

２．避難行動要支援者に係る避難の実効性の

確保 

 市町村においては、障害者や高齢者等の避難行動

要支援者の避難の実効性を確保するため、災害対策

基本法に基づき、避難行動要支援者名簿を作成する

こと及び個別避難計画の作成に努めることが求めら

れている。 

 名簿作成等に当たって留意すべき事項を示した

「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指

針」（平成 25年８月策定、令和３年５月改定）等を

踏まえ、市町村において避難行動要支援者に係る避

難の実効性の確保に向けた取組が進められていると

ころである。 

 消防庁では内閣府と連携して避難行動要支援者名

風水害対策の現況と課題 
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簿及び個別避難計画の作成状況に係る調査を行い、

実態を把握するとともに、先進的な取組事例を共有

するなど、引き続き市町村の取組を支援していく。 

 

（１）避難行動要支援者名簿の作成及び更新等 

 災害対策基本法では、要配慮者のうち自ら避難を

することが困難であり、特に支援を要する避難行動

要支援者について名簿を作成することが市町村の義

務とされている。内閣府とともに実施した調査結果

によると、避難行動要支援者名簿については、令和

５年１月１日現在、すべての市町村で作成済となっ

た。 

 名簿作成後も避難行動要支援者の心身の状況や生

活実態は時間経過とともに常に変化しうるものであ

り、定期的にその実態を把握し、名簿に反映する必

要があることから、市町村において名簿の更新サイ
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人同意の有無にかかわらず外部提供できる根拠とな

るよう、条例に特別の定めを置くことについて検討

することを令和５年６月 30 日に内閣府とともに都

道府県を通じて市町村に通知した。 

 

（２）個別避難計画の作成 

 災害対策基本法では、避難行動要支援者ごとに個

別避難計画を作成することが市町村の努力義務とさ

れている。内閣府とともに実施した調査結果による

と、令和５年１月１日現在、全市町村（1,741 団

体）のうち、個別避難計画を１件以上作成している

団体は、1,303 団体（74.8％）となっている。 

 個別避難計画の作成に当たっては、地域における

ハザードの状況や当事者本人の状況を踏まえ、優先

度の高い者から着実に作成していくことが求められ

る。また、優先度の検討と併せて、市町村において

庁内や庁外との連携、福祉専門職の参画、同計画に

基づく避難訓練の実施などを進めることが重要であ

る。 

 消防庁では、既に個別避難計画の作成に着手して

いる市町村は更に効率的・効果的に取組を進め、ま

だ着手していない市町村については速やかに個別避

難計画の作成に着手するよう、令和５年６月 30 日
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